
インフラ法およびインフレ削減法に基づくエネルインフラ法およびインフレ削減法に基づくエネル
ギーインフラに関する資金拠出の機会ギーインフラに関する資金拠出の機会

Publications
2024年10月
By: Kate Abendroth

2021年11月に署名されたインフラ・投資雇用法（The Infrastructure Investment and Jobs Act；以
下「IIJA」）[1]と、2022年8月に署名されたインフレ削減法（以下「IRA」）は、いずれも米国の
クリーンエネルギー経済への移行を加速させることを目的とした、最近のランドマークとなる気候
関連法である。両法律は、州、部族、公益事業者、プロジェクト開発者、自治体などに対し、補助
金、融資、税額控除、その他の優遇措置を通じてクリーンエネルギー経済に参加するさまざまな機
会を創出した。

IIJAは、輸送、ブロードバンド、クリーンエネルギーなどの産業にわたるインフラに、前例のない
水準の投資を行うものである。施行以来、ホワイトハウスは2024年5月時点で4540億ドル以上の
資金拠出を公表している[2]。この中には、バッテリー材料加工補助金（Battery Materials
Processing Grant ）：30億ドル[3]、炭素回収実証プロジェクト（Carbon Capture Demonstration
Projects）：25億ドル以上[4]、エネルギーインフラ再投資融資（Energy Infrastructure
Reinvestment Financing）：50億ドル[5]などが含まれる。先進技術自動車製造融資プログラム
（Advanced Technology Vehicle Manufacturing Loan Program）[6]や二酸化炭素輸送インフラプログ
ラム（Carbon Dioxide Transportation Infrastructure program）[7]など、まだ多くの資金拠出の機会
が残されている。

IIJAに基づく様々なプログラムへの追加資金拠出に加え、IRAは、既存の税額控除規定を強化し、
様々な再生可能エネルギープロジェクトに対する新たな税額控除を創設するために税法を改正し、
クリーンエネルギーに約 3700 億ドルを投資した。主要なものとしては、最大30％（一定のボーナ
ス要件を満たせばそれ以上）[8]の控除が受けられる新たな投資税額控除、炭素回収・炭素隔離税額
控除[9]、クリーン水素税額控除[10]などがある。また、IRAは、新たなダイレクトペイや譲渡可能
条項を通じて、部族などの伝統的な非課税組織にも参加の機会を創出している[11]。制定以来、米
国財務省（Treasury）はIRAを実施するためのガイドラインや新規則を発表し続けており、直近で
は、クリーン燃料製造税額控除（Clean Fuel Production Tax Credit）に関するガイドライン[12]や、
新たな製造税額控除（Production Tax Credit）と投資税額控除（Investment Tax Credit）に関する規
則案がある[13]。

ホワイトハウスと助成金・融資担当機関は、対象となるプロジェクトにできるだけ多くの資金を拠
出するために積極的に取り組んでいる。今年の大統領選挙によって、資金調達の可能性に影響が出
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る可能性があるとの推測もあり、関係者に対してこれらの機会に参加するため速やかに行動すべき
との声がある。

この記事はJenner & Blockニュースレターに掲載されています。
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